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野村DC日本株式アクティブファンド 
運用報告書(全体版) 

 
第16期（決算日2023年２月27日） 

 
作成対象期間（2022年３月１日～2023年２月27日） 

受益者のみなさまへ 

平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。 
当作成対象期間の運用状況等についてご報告申し上げます。 
今後とも一層のお引立てを賜りますよう、お願い申し上げます。 
 

●当ファンドの仕組みは次の通りです｡ 
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式 
信 託 期 間 2006年12月28日以降、無期限とします。 

運 用 方 針 

野村DC日本株式アクティブファンドと実質的に同一の運用の基本方針を有する親投資信託であるノムラ・ジャパン・オープン マザー
ファンド（以下「マザーファンド」といいます。）受益証券への投資を通じて、主としてわが国の株式に投資し、信託財産の成長を目
標に積極的な運用を行なうことを基本とします。わが国の株式への投資にあたっては、上場株式および店頭登録銘柄の中から、株価の
割安性をベースに企業の収益性、成長性、安定性等を総合的に勘案して銘柄を選定し、投資を行なうことを基本とします。なお、一部、
アジア諸国の株式に投資を行なう場合があります。株式の実質組入比率は、原則として高位を維持することを基本とします。 

主な投資対象 
野村DC日本株式 

アクティブファンド 
マザーファンド受益証券を主要投資対象とします。なお、直接株式に投資する場合があります。 

マザーファンド わが国の株式を主要投資対象とします｡ 

主な投資制限 
野村DC日本株式 

アクティブファンド 
株式への実質投資割合には制限を設けません。 

マザーファンド 株式への投資割合には制限を設けません｡ 

分 配 方 針 
毎決算時に、原則として繰越分を含めた利子、配当収入と売買益等から基準価額水準等を勘案して分配します。 
留保益の運用については、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行ないます。 
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○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 ベ ン チ マ ー ク 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 
(東証株価指数) 

期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

12期(2019年２月27日) 11,608 5 △ 8.3 1,620.42 △ 9.5 98.4 － 3,821 

13期(2020年２月27日) 11,425 5 △ 1.5 1,568.06 △ 3.2 98.1 － 3,439 

14期(2021年３月１日) 14,295 5 25.2 1,902.48 21.3 98.3 － 4,221 

15期(2022年２月28日) 14,404 5 0.8 1,886.93 △ 0.8 98.2 － 4,347 

16期(2023年２月27日) 15,638 5 8.6 1,992.78 5.6 98.2 － 4,636 
 
＊基準価額の騰落率は分配金込み。 

＊当ファンドはマザーファンドを組み入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 

＊株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 ベ ン チ マ ー ク 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率  騰 落 率 

Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 
(東証株価指数) 

騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2022年２月28日 14,404 － 1,886.93 － 98.2 － 

３月末 14,823 2.9 1,946.40 3.2 97.4 － 

４月末 14,319 △0.6 1,899.62 0.7 97.3 － 

５月末 14,387 △0.1 1,912.67 1.4 97.4 － 

６月末 13,929 △3.3 1,870.82 △0.9 97.8 － 

７月末 14,083 △2.2 1,940.31 2.8 97.7 － 

８月末 14,773 2.6 1,963.16 4.0 97.9 － 

９月末 13,978 △3.0 1,835.94 △2.7 96.3 － 

10月末 14,862 3.2 1,929.43 2.3 96.9 － 

11月末 15,416 7.0 1,985.57 5.2 97.0 － 

12月末 14,845 3.1 1,891.71 0.3 97.6 － 

2023年１月末 15,522 7.8 1,975.27 4.7 98.6 － 

(期  末)       

2023年２月27日 15,643 8.6 1,992.78 5.6 98.2 － 
 
＊期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。 

＊当ファンドはマザーファンドを組み入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 

＊株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 
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◎運用経過 

○期中の基準価額等の推移 
 

  

  
（注）分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー

マンスを示すものです。作成期首（2022年２月28日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。 

（注）分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異な

ります。したがって、個々のお客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注）ベンチマークは、TOPIX（東証株価指数）です。ベンチマークは、作成期首（2022年２月28日）の値が基準価額と同一となるように計

算しております。 

（注）上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。 

 

○基準価額の主な変動要因 

＊基準価額は8.6％の上昇 

基準価額は、期首14,404円から期末15,643円（分配金込み）に1,239円の値上がりとなりました。 

 

①の局面（期首～2022年７月上旬） 

（下落） ロシアによるウクライナ侵攻の激化を受けて原油価格が急上昇するなど世界経済の先

行きに対する不安が高まったこと。 

（上昇） ウクライナとロシアの停戦への期待が高まったことや、円安ドル高が進展したことで

輸出関連企業の業績拡大が期待されたこと。 

（下落） 中国において上海のロックダウン（都市封鎖）が継続され、サプライチェーン（供給

網）の混乱の長期化による世界経済の落ち込みへの懸念が強まったこと。 
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（上昇） 中国において上海のロックダウンの段階的な解除方針が示され、供給制約の解消への

期待が高まったこと。 

（下落） 米国の高インフレの継続を背景に、FRB（米連邦準備制度理事会）による積極的な利

上げが継続するとの見方が広まったこと。 

 

②の局面（2022年７月上旬～期末） 

（上昇） 参議院選挙での自民党大勝により景気対策への期待が高まったことや、米国の長期金

利上昇が一服し、その後低下したこと。 

（上昇） 米国のCPI（消費者物価指数）が市場予想を下回ったことから、FRBの積極的な利上げ

姿勢が和らぐとの見方が広まったこと。 

（下落） FRBが市場想定よりも金融引き締めに積極的な姿勢を示したことに加え、欧州各国の

中央銀行も相次いでさらなる利上げに踏み切ったこと。 

（上昇） 10月の米国のCPI上昇率が市場予想を下回ったことでFRBの金利引き上げペースが鈍

化するとの見方が広がったこと。 

（下落） 日銀の金融政策決定会合において金融緩和策の一部修正が決定され、金融関連を除く

幅広い業種が大きく下落したこと。 

（上昇） 中国の「ゼロコロナ政策」が事実上終了したことで、中国をはじめとする世界経済の

今後の回復が期待されたこと。 

 

○投資環境 

期首から期末にかけて、国内株式市場は上昇しました。ロシアによるウクライナ侵攻の激化

を受けて原油価格が急上昇するなど世界経済の先行きに対する不安が高まり下落しましたが、

ウクライナとロシアの停戦への期待が高まったことや、円安ドル高が進展したことで輸出関連

企業の業績拡大が期待されたことなどから反発しました。その後は、中国における上海のロッ

クダウンを受けたサプライチェーンの混乱の長期化による世界経済の落ち込みへの懸念が強

まったことなどから下落する場面もありましたが、７月以降は参議院選挙での自民党大勝によ

り景気対策への期待が高まったことや米国の長期金利上昇が一服したことに加え、FRBの積極

的な利上げ姿勢が和らぐとの見方が広まったことなどから上昇に転じました。 

９月にはFRBが市場想定よりも金融引き締めに積極的な姿勢を示したことに加え、欧州各国

の中央銀行も相次いでさらなる利上げに踏み切ったことなどから下落しました。その後、11月

に公表された10月の米国のCPI上昇率が市場予想を下回ったことでFRBの金利引き上げペース

が鈍化するとの見方が広がり反発しましたが、12月に入ると日銀の金融政策決定会合において

金融緩和策の一部修正が決定されたことから、金融関連を除く幅広い業種が大きく下落しまし

た。2023年に入ると、中国の「ゼロコロナ政策」が事実上終了したことで中国をはじめとする

世界経済の今後の回復が期待されたことなどから、国内株式市場は上昇しました。 
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○当ファンドのポートフォリオ 

［野村DC日本株式アクティブファンド］ 

主要投資対象である［ノムラ・ジャパン・オープン マザーファンド］を期を通じて高位に

組み入れ、実質株式組入比率は期末に98.2％としました。 

 

［ノムラ・ジャパン・オープン マザーファンド］ 

・株式組入比率 

株式組入比率は、期を通じて高位を維持し、期末に98.4％としました。 

 

・期中の主な動き 

特定の分野・事業領域で高い市場シェアを持つなど競争力や経営力が高く、中長期的に堅調

な業績拡大が期待できる企業に着目し、主にPER（株価収益率）などのバリュエーション指

標に基づき、中長期で割安と思われる銘柄に投資しました。 

 

＜投資割合を引き上げた主な業種（東証33業種分類、以下同じ）と銘柄＞ 

①銀行業（期首1.7％→期末11.1％、時価構成比、以下同じ） 

株主還元強化や、中期的な日銀の政策変更による利益成長の可能性に期待した三菱UFJフィ

ナンシャル・グループや、三井住友フィナンシャルグループなどを買い付けしました。 

②卸売業（0.3％→5.6％） 

資源価格上昇による収益拡大や、非資源分野の利益成長が期待できると考えた三井物産や、

自動車の生産台数回復や、再生可能エネルギー事業における利益成長が可能であると考えた

豊田通商などを買い付けしました。 

③非鉄金属（2.7％→5.9％） 

電解銅箔の在庫調整が一巡し中国経済の正常化による業績回復を期待した三井金属鉱業や、

EV（電気自動車）市場の成長に伴い高品位ニッケルや銅の需要の拡大による業績成長が可

能であると考えた住友金属鉱山などを買い付けしました。 
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＜投資割合を引き下げた主な業種＞ 

①化学（10.7％→3.2％） 

塩化ビニル樹脂の市況価格下落のリスクがあると考えた信越化学工業や、市場環境の悪化に

伴い増益率が鈍化すると考えた東京応化工業などを売却しました。 

②輸送用機器（12.8％→6.7％） 

フォークリフトの販売台数減少による業績悪化を懸念した豊田自動織機や、インドでの競争

激化に伴うシェアの低下を懸念したスズキなどを売却しました。 

③小売業（7.1％→2.3％） 

中古車価格の低下による増益率の鈍化を懸念したネクステージや、BtoB事業の成長性鈍化

に加え大規模なソフトウエア投資によって一時的に利益率が悪化すると考えたアスクルな

どを売却しました。 
 

○当ファンドのベンチマークとの差異 

＊ベンチマーク対比では3.0％のプラス 

基準価額の騰落率は＋8.6％となり、ベンチ

マークであるTOPIX（東証株価指数）の＋5.6％

を、3.0％上回りました。 
 

【主な差異要因】 

（プラス要因） 

①ベンチマークに比べてパフォーマンスが良

かった東京海上ホールディングス、サンリ

オ、東洋炭素、三井住友フィナンシャルグ

ループなどの投資比率が相対的に高かった

こと。 

②ベンチマークに比べてパフォーマンスが悪

かったトヨタ自動車などの投資比率が相対

的に低かったこと。 

③ベンチマークに比べてパフォーマンスが良

かった銀行業、保険業、鉄鋼などの投資比率が相対的に高かったこと。 
 

（マイナス要因） 

①ベンチマークに比べてパフォーマンスが悪かった新光電気工業、イビデン、太陽誘電、スズ

キ、日本製鋼所などの投資比率が相対的に高かったこと。 

②ベンチマークに比べてパフォーマンスが悪かった電気機器、輸送用機器などの投資比率が相

対的に高かったこと。 

③ベンチマークに比べてパフォーマンスが良かった小売業などの投資比率が相対的に低かっ

たこと。  
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◎分配金 

（１） 今期の分配金は、基準価額水準などを考慮して１万口当たり５円とさせていただきました。 

（２） 留保益の運用については、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行ないます。 

 

○分配原資の内訳 

 （単位：円、１万口当たり・税込み） 

項 目 
第16期 

2022年３月１日～ 
2023年２月27日 

当期分配金 5  

(対基準価額比率) 0.032％ 

 当期の収益 5  

 当期の収益以外 －  

翌期繰越分配対象額 8,830   
（注）対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注）当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。 

 

 

◎今後の運用方針 

［ノムラ・ジャパン・オープン マザーファンド］ 

・投資環境 

日本経済は緩やかな成長を続けるとみています。2022年10-12月期の実質GDP（国内総生産）

成長率は前期比年率＋0.6％となりました。在庫投資の大幅なマイナス影響などで市場予想を

下回りましたが、コロナ禍からの経済活動正常化に伴った内需やインバウンド需要の回復は今

後も継続すると予想しています。一方で、2023年１月の消費者物価指数（除く生鮮食品）は前

年同月比＋4.2％となり、前年12月の同＋4.0％から上昇しました。物価上昇を背景に足もとの

実質的な所得環境は厳しい状況ですが、政府による電気代・ガス代の負担軽減策等により先行

きのインフレ率は鈍化していくとみています。12月に実質的な金融政策変更を行なった日銀で

は、３-４月に任期満了を迎える正副総裁の後任人事案が提示されました。総裁候補の植田和

男氏の発言からは、持続的・安定的な２％の物価安定目標の実現に関わらず現行の金融緩和政

策を変更する可能性が高いことが示唆されたと考えています。 
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・投資方針 

データセンター、５G、EVなどの成長産業において業界内で競争力を有する銘柄や、成熟産

業において勝ち残る可能性の高い銘柄、特定の分野・事業領域で高い市場シェアを持っている

銘柄などに注目し、業績に見合った株価の銘柄を選別していく方針です。 

当ファンドでは競争力が高く中長期で堅調な業績が見込める銘柄を、割安なタイミングで組

み入れていくという基本戦略に基づき、TOPIXを上回るリターンを目指します。 

 

［野村DC日本株式アクティブファンド］ 

当ファンドは引き続き第17期の運用に入ります。 

主要投資対象である［ノムラ・ジャパン・オープン マザーファンド］の組み入れを高位に

維持して、基準価額の向上に努めます。 

 

今後とも引き続きご愛顧賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 
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○１万口当たりの費用明細 (2022年３月１日～2023年２月27日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 139  0.949  (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） (116)  (0.795)  ファンドの運用とそれに伴う調査、受託会社への指図、法定書面等の作成、 
基準価額の算出等 

 （ 販 売 会 社 ） ( 10)  (0.066)  購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理 
および事務手続き等 

 （ 受 託 会 社 ） ( 13)  (0.088)  ファンドの財産の保管・管理、委託会社からの指図の実行等 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 16   0.108   (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
   ※売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （ 株  式 ） ( 16)  (0.108)   

（c） そ の 他 費 用 0   0.003   (c)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） (  0)  (0.003)  監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 合 計 155   1.060    

期中の平均基準価額は、14,611円です。  

 
＊期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果

です。 

＊各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

＊売買委託手数料およびその他費用は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに対応するもの

を含みます。 

＊各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数

第３位未満は四捨五入してあります。 
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（参考情報） 

◯総経費率 

当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価

証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で

除した総経費率（年率）は0.96％です。 
 

  
（注）当ファンドの費用は１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。 

（注）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取引税を含みません。 

（注）各比率は、年率換算した値です。 

（注）当ファンドの費用は、マザーファンドが支払った費用を含みます。 

（注）上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。 
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○売買及び取引の状況 (2022年３月１日～2023年２月27日) 

 

銘 柄 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 
ノムラ・ジャパン・オープン マザーファンド 314,719 747,600 365,475 869,300 

 
＊単位未満は切り捨て。 

 

○株式売買比率 (2022年３月１日～2023年２月27日) 

 

項 目 
当 期 

ノムラ・ジャパン・オープン マザーファンド 

(a) 期中の株式売買金額 135,834,353千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 64,838,754千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 2.09   
 
＊(b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2022年３月１日～2023年２月27日) 

 

＜野村DC日本株式アクティブファンド＞ 

 該当事項はございません。 

 

＜ノムラ・ジャパン・オープン マザーファンド＞ 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株式 77,400 17,963 23.2 58,434 13,379 22.9 

平均保有割合 6.5%       
 
※平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該子ファンドのマザーファンド所有口数の割合。 

 

  

親投資信託受益証券の設定、解約状況 

利害関係人との取引状況 
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項 目 当 期 
売買委託手数料総額（A） 4,716千円 
うち利害関係人への支払額（B） 1,238千円 

（B）／（A） 26.3％   
 
＊売買委託手数料総額は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに対応するものです。 
 

利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは野村
證券株式会社です。 

 

○組入資産の明細 (2023年２月27日現在) 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

ノムラ・ジャパン・オープン マザーファンド 1,828,259 1,777,503 4,627,373 
 
＊口数・評価額の単位未満は切り捨て。 
 
 

親投資信託における組入資産の明細につきましては、後述の親投資信託の「運用報告書」をご参照ください。 
 

○投資信託財産の構成 (2023年２月27日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

ノムラ・ジャパン・オープン マザーファンド 4,627,373 99.2 

コール・ローン等、その他 35,224 0.8 

投資信託財産総額 4,662,597 100.0 
 
＊金額の単位未満は切り捨て。 

 

  

親投資信託残高 
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○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2023年２月27日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 4,662,597,578   

 コール・ローン等 33,623,972   

 ノムラ・ジャパン・オープン マザーファンド(評価額) 4,627,373,606   

 未収入金 1,600,000   

(B) 負債 26,233,688   

 未払収益分配金 1,482,422   

 未払解約金 3,552,367   

 未払信託報酬 21,125,681   

 未払利息 7   

 その他未払費用 73,211   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 4,636,363,890   

 元本 2,964,844,119   

 次期繰越損益金 1,671,519,771   

(D) 受益権総口数 2,964,844,119口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 15,638円 
 

（注） 期首元本額は 3,017,915,432 円、期中追加設定元本額は
853,162,827円、期中一部解約元本額は906,234,140円、１口当た
り純資産額は1.5638円です。 

 

○損益の状況 (2022年３月１日～2023年２月27日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 △        5,142   

 支払利息 △        5,142   

(B) 有価証券売買損益 405,106,518   

 売買益 445,220,499   

 売買損 △   40,113,981   

(C) 信託報酬等 △   41,539,220   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 363,562,156   

(E) 前期繰越損益金 429,207,571   

(F) 追加信託差損益金 880,232,466   

 (配当等相当額) (  1,822,980,457)  

 (売買損益相当額) (△  942,747,991)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 1,673,002,193   

(H) 収益分配金 △    1,482,422   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 1,671,519,771   

 追加信託差損益金 880,232,466   

 (配当等相当額) (  1,826,757,048)  

 (売買損益相当額) (△  946,524,582)  

 分配準備積立金 791,287,305   
 
＊ 損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによる

ものを含みます。 
＊ 損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等

相当額を含めて表示しています。 
＊ 損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設

定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいい
ます。 

 
（注）分配金の計算過程（2022年３月１日～2023年２月27日）は以下の通りです。 

項 目 
当 期 

2022年３月１日～ 
2023年２月27日 

a. 配当等収益(経費控除後) 101,513,831円 

b. 有価証券売買等損益(経費控除後・繰越欠損金補填後) 179,624,043円 

c. 信託約款に定める収益調整金 1,826,757,048円 

d. 信託約款に定める分配準備積立金 511,631,853円 

e. 分配対象収益(a＋b＋c＋d) 2,619,526,775円 

f. 分配対象収益(１万口当たり) 8,835円 

g. 分配金 1,482,422円 

h. 分配金(１万口当たり) 5円 

 

○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 5円 
 
 
 

○お知らせ 

 該当事項はございません。 
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